
Ⅴ　繰上償還に 伴う経営 改革促進効果
１ 　主な課題と 取組み 及 び 目標

　注１ 　上記各項目に は 、Ⅱで 採り 上げた 経営 課題に 対応 す る 取組と し て Ⅳに 掲げた 経営 健全化 に 関 す る 施策の うち 、そ れ ぞ れ 各項目に 該当す る も の に つ い て 、そ の 対応 関 係が 分か る よ うに 記入す る こと 。

　　　　なお 、地方公共 団体の 財政の 健全化 に 関 す る 法律（ 平成19年法律第94号） （ 以下 、「 財政健全化 法」 と い う。） に 規 定す る 「 財政健全化 計 画」 、「 財政再生計 画」 又は 「 経営 健全化 計 画」 を 定め て い る こと か ら 、地方財政法施行令附則第６ 条第３ 項の 規 定に

　　　よ り 、これ ら の 計 画を 「 公営 企業 経営 健全化 計 画」 と み なす 場合に は 、各計 画に お け る 施策の うち 、そ れ ぞ れ の 各項目に 該当す る も の に つ い て 、そ の 対応 関 係が 分か る よ うに 記入す る こと 。

　　２ 　各項目へ の 記入に 当た っ て は 、Ⅳに 掲げた 施策又は 健全化 法に 基づ く 計 画に 掲げた 方策を そ の ま ま 転記せず 、ポ イ ント を 簡潔に ま と め た 形で 記入す る こと 。

　　３ 　必要に 応 じ て 行を 追加 し て 記入す る こと 。

課　題

１ 　定員 管理の 適正化

２ 　そ の 他

取　組　み 　及 　び 　目　標

所属職員数を平成18年度の6名から4名程度まで削減し、人件費の抑制を図る。

【改善効果額の算定方法】
　集中改革プランにおいて、水道事業職員数は現状維持（6名）としていたが、平成19年度に集中改革プランを上回る取り組みとして、4名に削減する取り組みを実施したため、平成18年度の
人件費（50.8百万円）を基準とし、それ以降の人件費の増減額により算出する。
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